
平成２６年８月、総理指示を受けて、避難生活の長期化や被災者の分散化などによる課題に対応する「総合施策」を策定
⇒ 平成27年1月 施策の具体化と新たな取り組みにより、５０の対策からなる「総合施策」を策定
① 23万人の避難者の方々の心と体の健康、②災害公営住宅等でのコミュニティ形成支援、③支援施策の総合的推進

１．仮設住宅等での心と体の健康への支援

（１）見守り等の活動の推進
①被災者支援コーディネート事業の実施【対策６】

支援体制の充実や企業ＣＳＲ活動のマッチング等のコーディネートを実施

平成２６年８月、総理指示を受けて、避難生活の長期化や被災者の分散化などによる課題に対応する「総合施策」を策定
⇒ 平成27年1月 施策の具体化と新たに追加した取組により、５０の対策からなる「総合対策」を策定
① 23万人の避難者の方々の心と体の健康、②災害公営住宅等でのコミュニティ形成支援、③支援施策の総合的推進 等

②被災者健康・生活支援総合交付金の創設【対策１】
１つの事業計画の下で見守り・子供の支援等を総合的・弾力的に推進

①復興特会における相談員確保の予算措置【対策１】
被災者の健康・生活支援総合交付金を創設し、相談員の確保等を支援

②復興支援員の活用【対策２】
見守りやケアと一体として行う相談業務

に活用できることを明確化

③福島県の特有の課題に対応した
相談員の確保【対策４】

放射線不安など福島県特有の課題に
対応した相談員の充実を支援

④保健師の確保の支援【対策13】
「被災地健康支援事業」を延長して保健師の確保を支援

被災者支援ニーズに応じた対策の追加等

２．災害公営住宅でのコミュニティ形成への支援

３．支援施策の総合的な推進

見守り人員や総合交付金による支援とともに、

○「心の復興」事業の実施【対策35】
地域活性化等の活動への参画を通じた被災者の生きがいづくりを支援

○復興交付金による支援の弾力化【対策28】
災害公営住宅の整備に伴うコミュニティ形成などを支援

（２）生きがいづくり



Ⅰ 支援体制の充実

Ⅱ 住居とコミュニティに関する課題への対応

Ⅲ 「心」の復興

Ⅳ 子どもに対する支援

Ⅴ 情報基盤の共有

１．見守り等の活動の推進
新規【対策１】被災者健康・生活支援総合交付金の創設
拡充【対策２】復興支援員の活用
延長【対策３】震災等対応雇用支援事業の延長
継続【対策４】福島県の特有の課題に対応した相談員の確保
強化【対策５】福島県の特有の課題に対応するための専門人材による支援
新規【対策６】被災者支援コーディネート事業の実施
強化【対策７】コミュニティによる見守り体制づくりへの支援
強化【対策８】ＮＰＯ等の運営力強化を通じた復興支援事業との連携
新規【対策９】企業ＣＳＲのマッチングの推進
延長【対策10】サポート拠点の活用促進
２．専門職種（保健・医療・福祉）の確保
拡充【対策11】医療従事者の確保・養成
継続【対策12】大学および大学病院を通じた医療支援
延長【対策13】保健師の確保の支援
強化【対策14】保健師の確保の協力依頼
拡充【対策15】介護人材の確保の支援
３．支援者ケアの促進
継続【対策16】支援従事者の研修会
新規【対策17】支援者交流会の実施
検討【対策18】実績が活かされる仕組みの検討

４．仮設住宅とコミュニティに関する課題への対応
強化【対策19】空き住戸の有効活用の促進
強化【対策20】空き住戸の改修
継続【対策21】供与期間延長の柔軟な対応
強化【対策22】仮設住宅の集約化に係る情報提供
継続【対策23】被災地の生活交通の支援
５．災害公営住宅とコミュニティに関する課題への対応
拡充【対策24】災害公営住宅の整備の加速化
継続【対策25】「工事加速化支援隊」等による県・市町村支援
強化【対策26】コミュニティ形成への工夫の周知
継続【対策27】住宅部局と保健・福祉部局との連携促進
拡充【対策28】復興交付金の活用による支援の弾力化
強化【対策29】入居者募集の工夫等の事例周知

６．心のケア
継続【対策30】心のケアセンターによる支援
継続【対策31】よりそいホットラインによる支援の継続
継続【対策32】女性の悩み・暴力の相談事業の継続
継続【対策33】ふくしま心のケアセンターの取組等の普及
継続【対策34】自殺対策の支援の継続
７．生きがいづくり
新規【対策35】「心の復興」事業の実施
継続【対策36】大学等を活用した地域復興
強化【対策37】生きがいづくりに資するモデル事業の支援・展開
８．「新しい東北」先導モデル事業の活用
継続【対策38】被災者支援のモデル事業の支援
強化【対策39】モデル事業の取組事例の横展開

９．子どもに対する支援
継続【対策40】被災した子供に対する総合的な支援の推進
継続【対策41】学習支援のための教職員加配の継続
継続【対策42】学びを通じた地域コミュニティ支援の継続
継続【対策43】スクールカウンセラー派遣の支援の継続
継続【対策44】遊具の更新・運動施設整備やプレイリーダーの養成の

支援
継続【対策45】自然体験活動や県外の子どもとの交流活動支援

１０．被災者データのプラットフォーム化
継続【対策46】被災者データプラットフォーム化の推進
１１．情報共有
継続【対策47】復興の進捗に応じた情報提供
新規【対策48】ニュースレターの発刊
継続【対策49】被災地の復興に向けた情報提供
継続【対策50】福島県からの県外自主避難者等への情報提供

新規６項目、拡充５項目、延長３項目、強化11項目、継続24項目、検討１項目


